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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 2004年３月 2005年３月 2006年３月 2007年３月 2008年３月

売上高（千円） 17,457,031 17,578,409 17,914,111 19,153,351 22,157,964

経常利益（千円） 11,894 385,208 930,370 1,027,736 1,284,667

当期純利益または当期純損失

（△）（千円）
△266,443 △464,545 310,905 474,794 609,178

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 684,880 684,880 684,880 684,880 684,880

発行済株式総数（株） 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000

純資産額（千円） 1,618,093 1,153,510 1,464,415 1,848,156 2,326,584

総資産額（千円） 9,199,710 9,508,121 7,721,451 9,548,990 11,181,117

１株当たり純資産額（円） 346.51 247.02 313.60 395.78 498.24

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

7.50

(7.50)

－

(－)

8.00

(－) 

23.00

(10.00)

30.00

(15.00)

１株当たり当期純利益金額　

または当期純損失金額（△）

（円）

△57.06 △99.48 65.08 101.68 130.45

潜在株式調整後１株当たり　

当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 17.6 12.1 19.0 19.4 20.8

自己資本利益率（％） △14.9 △33.5 23.8 28.7 29.2

株価収益率（倍） － － 19.9 11.57 8.66

配当性向（％） － － 12.0 22.6 23.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
142,107 536,684 1,316,243 1,385,926 1,245,811

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,499,299 △100,309 △490,053 △1,614,203 △1,694,998

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,375,170 549,581 △1,998,268 988,807 869,444

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
1,214,680 2,200,637 1,028,558 1,789,088 2,209,345

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

318

(1,570)

269

(1,616)

255

(1,607)

321

(1,780)

304

(2,018)

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については、記載しておりません。

４．第38期における従業員数の増加は、業務拡張に伴う定期採用等によるものであり、第36期の従業員の減少は

不採算店舗の閉鎖等経営の効率化によるものであります。

５．第35期及び第36期については、当期純損失であるため株価収益率及び配当性向の記載を省略しております。
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２【沿革】

年月 事項

1966年２月 玉堀建物株式会社（当社の前身）設立

1969年６月 「株式会社なか卯」に商号変更

1969年10月 第１号店「なか卯茨木店」を大阪府茨木市に設置　「うどん」の調理販売の事業を開始

1974年４月 「なか卯梅田店」を大阪市梅田地下街に設置　「牛丼」の調理販売の事業を開始

1978年４月 一部店舗の24時間営業を導入

1980年10月 「なか卯烏丸店」を京都市上京区に設置　大阪府以外に初出店

1988年８月 株式会社モスフードサービスと資本提携

1989年３月 東京事務所を東京都新宿区に設置

1989年11月 「なか卯亀戸店」を東京都江東区に設置　関東圏に初出店

1989年12月 加盟店（フランチャイジー）の募集開始

1990年１月 本部を大阪市淀川区西中島五丁目に設置

1993年６月 商品センターを滋賀県竜王町に設置

1993年12月 東京事務所を東京都中央区に移転

1994年10月 「親子丼」を新規導入

1997年12月 商品センターを大阪府泉大津市に移転

1998年３月 「平成９年度　ごはん食推進優良事業者」として「農林水産大臣賞」を受賞

1999年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録

2001年10月 本部を大阪市淀川区宮原三丁目に移転

2002年10月 親会社がニチメン株式会社に異動

2003年２月 本店所在地を大阪市淀川区宮原三丁目に異動

2004年12月 本店を大阪府吹田市江の木町に移転

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年３月 主要株主及び筆頭株主が株式会社ゼンショーに異動

 2005年８月 親会社が株式会社ゼンショーに異動 
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３【事業の内容】

　当社は丼ぶり、うどんを中心とした和風ファストフード店、及びそのチェーン本部の経営を行っております。

当社は親会社である株式会社ゼンショーを中心とする企業集団に属しております。

　株式会社ゼンショーはフード業を営んでおります。

　 

４【関係会社の状況】

(1）親会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権等の被所有
割合（％）

関係内容

株式会社ゼンショー

（注）
東京都港区 10,089,805 　フード業 64.32

当社に対する食材

の一部の販売　　資

金借入  ・・有

役員の兼任・・有

　（注）　有価証券報告書を提出しております。

　

　

（2）子会社及び関連会社

　　　当社は子会社及び関連会社を有していないため、該当事項はありません。

（3）その他の関係会社

　　　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 2008年３月31日現在

部門名 従業員数（人）

直営店部門 203（2,009） 

フランチャイジー（加盟店）部門 6（　 －） 

その他管理部門 95（　　9） 

合　　計 304（2,018） 

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員（１人１日８時間換算）を外数で記載し

ております。

　 2008年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円）

304（2,018） 　 32才 10か月 　５年 ４か月 4,902,163

　（注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員（１人１日８時間換算）を外数で記

載しております。

　

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当期におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国サブプライム住宅ローン問題等によって消費マインドが冷え

込み、先行き不透明感が拭えない状況となっております。

　外食産業におきましては、日本経済の先行き不透明感に伴い、個人消費の低迷感が強まってまいりました。さらに

原油価格の高騰に伴う原材料費及び諸経費の上昇や賃金単価の上昇など、依然として収益の確保が厳しい状況が続

いております。

　このような状況のもと当社では、新規出店による業容の拡大を図りながら、安全で美味しい商品の提供と季節限定

新商品の投入に注力することで業績の向上に努めてまいりました。

　この結果、当期の業績は売上高22,157百万円（前期比15.7％増）、営業利益1,328百万円（同25.3％増）、経常利益

1,284百万円（同25.0％増）、当期純利益は609百万円（同28.3％増）となりました。　

　部門別の業績は、次のとおりであります。

（直営店部門）

  当期における新規出店は44店舗、加盟店４店舗の直営店化と４店舗の閉鎖により、直営店総店舗数は275店舗とな

り、売上高は19,279百万円（前期比20.3％増）となりました。

（フランチャイジー（加盟店）部門）

　当期における加盟店店舗は４店舗の直営店化と３店舗の閉鎖により、加盟店総店舗数64店舗となり、売上高は2,425

百万円（前期比9.6％減）となりました。

（その他部門）

　当期における外販売上は331百万円（前期比3.8％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前期末に比べ420百万円（前期比23.5％

増）増加し、2,209百万円となりました。

　当期中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当期において営業活動の結果得られた資金は1,245百万円（前期比10.1％減）となりました。

　これは主に、新規出店を積極的に行ったことにより、税引前当期純利益が1,190百万円(同29.5％増)となりましたが、

その一方で、前期において繰越欠損金が解消されたことで法人税等の支払額が568百万円（同809.4％増）となり、前

期に比して大幅に増加したためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当期において投資活動の結果使用した資金は1,694百万円（前期比5.0％増）となりました。

　これは主に、新規出店に伴う敷金保証金等の支払による支出318百万円(同36.3％増)等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当期において財務活動の結果得られた資金は869百万円（前期比12.1％減）となりました。

　これは主に、長期借入金による資金調達3,350百万円を行う一方で、長期借入金の返済による支出2,350百万円等に

よるものであります。
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２【仕入及び販売の状況】

　当社は生産を行っておりませんので「生産実績」にかえて「商品仕入実績」を記載いたします。

(1）商品仕入実績

部門別

第39期
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

仕入高（千円） 前年同期増減率（％）

直営店部門   

なか卯店 5,607,630 19.8

小計 5,607,630 19.8

フランチャイジー(加盟店)部門   

食材 1,521,694 △10.8

包装資材 39,399 △7.6

消耗品・備品・その他 87,420 △5.8

小計 1,648,514 △10.4

その他の部門   

外販仕入 303,639 3.8

小計 303,639 3.8

合計 7,559,784 11.0

  （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2）販売実績

　部門別販売実績

部門別

第39期
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

売上高（千円） 前年同期増減率（％）

直営店部門   

なか卯店 19,279,770 20.3

小計 19,279,770 20.3

フランチャイジー(加盟店)部門   

食材 2,224,146 △9.3

包材資材 67,312 △4.9

消耗品・備品・その他 134,218 △16.6

小計 2,425,677 △9.6

その他の部門   

外販売上 331,011 3.8

小計 331,011 3.8

商品売上高計 22,036,460 15.8

その他の営業収入部門   

ロイヤリティ収入 106,720 △9.4

その他の収入 14,783 62.7

その他の営業収入計 121,504 △4.2

合計 22,157,964 15.7

　（注）１．販売数量については、販売品目が多岐にわたり記載が困難なため表示を省略しております。

 　　　 ２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当社では、食の安全・安心の追求と商品クオリティーの向上に取り組んでまいりました。

　今後も、季節感のある期間限定商品や独自性のある新商品を適時投入し、お客様に喜んでいただける商品の提供に取

り組み、お客様の満足度向上に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の経営成績、財政状態及び株価等に重大な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）原材料について

  主力商品のひとつである「親子丼」において、鳥インフルエンザの発生等による販売不振が発生するリスクが考

えられます。また農作物は天候等の影響による収穫量の変動に伴う市況の変動リスクを負っております。当社は食

材の安全性及び安定的な調達の確保に取り組んでおりますが、上記諸事情等により仕入価格の高騰、食材の不足等

が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 (2）フランチャイジー(加盟店)との関係について

  当社は加盟店希望者とフランチャイズ契約を締結し、特定地区において店舗を出店する権利を付与しておりま

す。加盟店の事業活動結果としての損益責任は、契約上当社が法的責任を負わないことを明記しておりますが、当社

は加盟店に対して加盟店の事業活動に伴う食材卸売り等の売掛債権を有しており、加盟店の経営悪化による貸倒引

当金の増加が当社業績に影響を及ぼす可能性があります。

 (3）新規出店について

  新規出店に際しては、立地条件・賃借条件を十分検討の上、出店計画に基づき取り組んでおりますが、優良物件の

獲得競争の激化等により新規出店が計画通り実現できない場合、また、新規店舗の業績が計画通りに推移しない場

合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 (4）法的規制について

  当社の直営店及び加盟店は、「食品衛生法」に基づき、厚生労働省令の定めにより都道府県知事から飲食店営業

の許可を受けております。万一食中毒等が発生した場合には、一定期間の営業停止もしくは営業許可の取消を命じ

られることがあります。また、これによる被害者からの損害賠償請求、当社の信用力の低下、ブランドイメージに影

響を及ぼし、売上減少により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

フランチャイジー(加盟店)との加盟契約

加盟契約の要旨

１．当事者（当社と加盟者）の間で、締結する契約

(イ)契約の名称　なか卯フランチャイズ契約

(ロ)契約の本旨　当社の許諾による和食チェーン店経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること

２．加盟に際し、徴収する加盟契約料、保証金、その他金銭に関する事項

徴収する金銭の項　　　(a）加盟契約料　　　　 200万円

ただし、既存加盟店の新規出店については次のとおりとする。

第２号店　　　　　 175万円

第３号店以降　　　 150万円

(b）保証金　　　　　　　40万円

(c）ロイヤリティ　　　総売上高の一定率（２％）

３．使用させる商標、商号その他の表示に関する事項

　当社は、その所有する商標及びサービスマークを加盟店が一定の条件のもとに使用することを許諾する。

４．契約の期間、契約の延長に関する事項

　契約締結の日から５年間とする。ただし、期間満了３ケ月前までに当社または加盟店のいずれか一方から書面

による異議の申し出がない場合、２年間延長し、以後も同様とする。
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６【研究開発活動】

  当社は、ツルツルののどごしの中に適度なコシを残した熟成麺に、かつを・昆布などの旨味が引き立つ特製だしが

絡む『京風うどん』と牛丼・親子丼などの『こだわり丼ぶり』との組み合わせを、手頃な価格で、美味しく、楽しんで

いただく和風ファストフードチェーンです。

　『元気になるごはん』をキーワードに、お客様に家庭的な温かさを感じていただけるサービスの提供を目指してお

ります。

　商品開発におきましては「厳選した確かな食材」、「お値打ち感の追求」、「旬メニューによる季節感の訴求」、

「オリジナリティの訴求」、「素早い提供」をテーマといたしました。

　新商品といたしましては、ごはんものとしては、うどんと食べ合わせの良い「うな丼ミニ」や魚介類を使用した「海

鮮かきあげ丼」と食欲の落ちる夏季に合う「牛カルビ焼肉丼」を投入しました。

　朝ごはんといたしましては、戦略的な低価格商品として「とん汁定食」の投入を行い、お客様の支持を得ることが出

来ました。他に、和風中華として「担々うどん」は引き続き広い支持をいただくと共に、新しく四川風の花山椒の辛味

を生かした「麻辣うどん」を投入して好評をいただきました。

　「牛肉」は、ゼンショーグループのマーチャンダイジング力を活用して「安全な豪州産・ニュージーランド産牛

肉」を確保しており、お客様より「安心して食べられる牛丼」としての評価をいただいております。

　また、その他のごはんものとして安定した支持をいただいている「親子丼」、「カツ丼」、「ビーフカレー」につい

ても、開発テーマに基づき、日々、研究開発を続けております。 

　今後も、変化しつづける市場ニーズを常に意識し、かつ原材料の安全性も十分追求することにより、お客様に安心し

てお食事をしていただき、元気になっていただけるお店を目指したメニュー開発を進めてまいります。

　なお、当期の研究開発費は、17百万円であります。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）財政状態の分析

①　キャッシュ・フロー

　当期のキャッシュ・フローにつきましては、第２　事業の状況　１　業績等の概要に記載の通りです。今後も食の

安全・安心のさらなる追求と独自性のある新商品の導入に取り組むとともに、効果的な販売促進活動と商品構成

を含めた商品戦略の確立をもって売上高の増加を図り、コスト管理を徹底することで営業キャッシュ・フローの

増加に取り組んでまいります。

②　財務指標

　当期純利益を609百万円計上し、自己資本比率は20.8％（前期比1.4％増）となりました。今後も継続的に利益を

確保できる体制の確立を図り、自己資本比率のさらなる改善を目指してまいります。

(2）経営成績について

　新規出店による業容の拡大を図りながら、安全で美味しい商品の提供と季節限定新商品の投入に注力することで、

当期においては、売上高22,157百万円（前期比15.7％増）、営業利益1,328百万円（同25.3％増）、経常利益1,284百万

円（同25.0％増）、当期純利益609百万円（同28.3％増）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当期の設備投資につきましては、調布北口店他43店舗の新規出店及び京都八条口店他24店舗の改装等の投資を行い

ました。投資総額は1,249百万円であります。

　なお、当期において直営店４店舗（簿価47百万円）を閉鎖しております。

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に275店舗の直営店営業店舗を有している他、一部フランチャイジー（加盟店）に店舗を転賃貸してお

ります。

　当社の主要な設備は、以下のとおりであります。

　 （2008年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

店舗数 設備の内容
建物及び構築物
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

従業員数
（人）

営業店舗       

北海道地域

（北海道）
18 店舗設備 337,627 3,890 341,517 9　

（125）　

東北地域

（宮城・山形・岩手・

秋田・福島）

11 店舗設備 197,102 156 197,259 3　
（66）　

関東地域

（千葉・栃木・神奈川・

茨城・埼玉・山梨）

50 店舗設備 837,921 11,272 849,193 22　
（374）　

東京地域

（東京）
62 店舗設備 1,021,087 20,459 1,041,547 56　

（445）　

中部地域

（愛知・静岡・福井

岐阜・三重）

24 店舗設備 386,339 806 387,146 12　
（172）　

近畿地域

（兵庫・滋賀・奈良）
29 店舗設備 473,803 6,274 480,077 16　

（204）　

京都地域

（京都）
21 店舗設備 296,370 6,668 303,039 14　

（173）　

大阪地域

（大阪）
50 店舗設備 761,221 9,218 770,440 27　

（368）　

中国・四国地域

（広島・愛媛）
8 店舗設備 123,279 4,291 127,571 6　

（52）　

九州地域

（熊本・鹿児島）
2 店舗設備 32,926 327 33,254 1　

（13）　

その他       

本部他

（大阪府吹田市）
－ 事務所設備 62,537 48,112 110,650 138　

（26）　

平島店

ほか１店
－ 貸与店舗 8,567 － 8,567 －　

(－）　

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。　　　　　　

　　　　　　なお、金額には消費税等を含めておりません。　

２．従業員数の（　）内の数字は、平均臨時雇用者数で外数であります。
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３．リース契約により賃借している主なものは、次のとおりであります。

名称 台数
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

店舗設備他

(所有権移転外ファイナンス・リース)
一式 ５ 516,890 1,640,990

汎用コンピューター等

(所有権移転外ファイナンス・リース)
一式 ５ 1,620 2,679

３【設備の新設、除却等の計画】

　当事業年度末現在における重要な設備の新設及び譲受の計画は次のとおりであります。

　　重要な設備の新設及び譲受

設備の内容
予算金額
（千円）

既支払額
（千円）

今後の所要額
（千円）

着工年月 完成予定年月

直営店舗新設 993,673 140,621 853,052
 2008年１月～　

2008年７月　

 2008年４月～

2008年９月　

譲受 20,752 － 20,752 －  2008年６月

（注）１．今後の所要額については、自己資金及び金融機関などからの資金調達で賄う予定であります。

２．上記金額の中には、店舗入居のための差入保証金等が含まれております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,696,000

計 18,696,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（2008年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（2008年６月20日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,674,000 4,674,000
㈱ジャスダック証券取

引所

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式

計 4,674,000 4,674,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 2005年６月23日

（注）
 　　　- 4,674,000  　　　- 684,880 △311,299 471,787

　　（注）資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

（５）【所有者別状況】

　 2008年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府および
地方公共団
体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
　法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 1 6 36 3 1 4,185 4,232 －

所有株式数

（単元）
- 1 38 31,576 9 1 15,111 46,736 400

所有株式数の

割合（％）
- 0.00 0.08 67.56 0.02 0.00 32.34 100.0 －

　（注）1.自己株式4,350株は「個人その他」に43単元及び「単元未満株式の状況」に50株を含めて記載しております。　　　

　

 　　　 2.上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が23単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 2008年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ゼンショー 東京都港区港南２丁目18番１号 3,002 64.23

株式会社神明 神戸市中央区栄町通６丁目１番21号 57 1.23

なか卯従業員持株会 大阪府吹田市江の木町25番16号 33 0.71

増岡　邦治 大阪市 29 0.63

中川　進 茨城県土浦市 21 0.46

アイン食品株式会社
大阪府和泉市テクノステージ１丁目１番１

号
20 0.43

矢木　妙子 徳島県徳島市 19 0.41

中部飼料株式会社 愛知県知多市北浜町14番６号 15 0.32

シマダヤ株式会社 東京都渋谷区恵比寿西１丁目33番11号 15 0.32

前原　稔 奈良県生駒市 15 0.32

計 － 3,227 69.06

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 2008年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　  4,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   4,669,300 46,670 －

単元未満株式 普通株式         400 － －

発行済株式総数 4,674,000 － －

総株主の議決権 － 46,670 －

 （注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,300株含まれております。また、

　　　　 「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数23個が含まれておりません。
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②【自己株式等】

 2008年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式数に対

する所有株式数の

割合（％）

株式会社なか卯
大阪府吹田市江の

木町25番16号
4,300 -　 4,300 0.09

 　　　計 - 4,300 -　 4,300 0.09

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 4,350 － 4,350 －
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３【配当政策】

　当社は、配当性向の重視と、安定配当の継続を基本としつつ、経営基盤強化のための内部留保充実もふまえ、業績に応

じた利益配分として中間配当と期末配当の年２回行うことを基本方針としております。

 　　 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　以上の配当方針に基づき、当期の期末配当につきましては、前期末より２円増配し、１株当たり15円の配当を実施さ

せていただくことが決定されました。これにより中間配当を加えました１株当たりの年間配当金は、１株当たり30円

（前期比７円の増配）となります。

　次期につきましても当期と同様に、配当性向の重視と安定配当の継続を基本としつつ、経営基盤強化のための内部留

保充実もふまえ、業績に応じた利益配分を行うという基本方針に変わりはありません。

　上記方針に従い、次期の配当につきましても中間配当15円、期末配当15円の１株当たりの年間配当金30円を考えてお

ります。

  　  当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

    めております。

      なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

2007年11月16日

取締役会決議
70,044 15

2008年６月19日

定時株主総会決議
70,044 15

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 2004年３月 2005年３月 2006年３月 2007年３月 2008年３月

最高（円） 940
871

※832
1,500 1,388 1,320

最低（円） 611
665

※713
740 1,070 1,020

　（注）　最高・最低株価は、2004年12月13日より株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本

証券業協会の公表のものであります。なお、第36期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の

公表のものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 2007年10月 11月 12月 2008年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,215 1,215 1,220 1,212 1,200 1,198

最低（円） 1,160 1,141 1,175 1,110 1,154 1,020
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長 － 小川　賢太郎 1948年７月29日生

1982年６月 ㈱ゼンショー設立 代表取締役社長

（現任）

2000年９月 ㈱ココスジャパン 取締役会長

（現任）

2003年６月

2005年６月

2007年６月

大和フーヅ㈱ 取締役会長（現任）

当社 取締役会長 (現任)

㈱サンデーサン 取締役会長（現任）

（他の法人等の代表状況）

  ㈱日本クリエイト代表取締役社長

㈱テクノサポート 代表取締役社長

㈱グローバルフーズ 代表取締役会長

㈱グローバルテーブルサプライ 代表取締役会長

㈱グローバルウエア 代表取締役会長

㈱ぎゅあん 代表取締役会長 

㈱はま寿司 代表取締役会長

㈱日本ウェンディーズ 代表取締役会長

㈱ビッグボーイジャパン 代表取締役会長

㈱サンビシ 代表取締役会長

㈱ＧＭフーズ 代表取締役会長

㈱麺工房 代表取締役会長

㈱トロナジャパン 代表取締役会長

㈱エルトリートジャパン 代表取締役会長

㈱宝島 代表取締役会長

㈱グローバルフレッシュサプライ 代表取締役会

長

㈱シカゴピザ 代表取締役会長

（注）

４
－

代表取締役社長 － 住田　正則 1948年６月４日生

1972年４月 日綿實業㈱(現双日㈱)　入社

1994年７月 同社 農産品部長

1999年４月 ニチメン食料㈱ 専務取締役

2000年４月 ニチメンフーズ㈱ 代表取締役社長

2002年４月 ニチメン㈱ 執行役員食料カンパニー

長

2002年６月 ヤマザキナビスコ㈱ 取締役

2003年４月 ニチメン㈱ 執行役員人事・総務部長

2003年４月 平成メディカルクラブ 代表取締役社

長

2004年４月 当社 入社 顧問

2004年６月 当社 代表取締役社長

2005年４月

2006年４月

当社 代表取締役社長兼営業本部長

当社 代表取締役社長（現任）

（注）

４
5

取締役

営業本部長

兼商品本部

管掌

高山　孝之 1954年８月３日生

1977年４月

1990年５月

1994年４月

 

1995年10月

2000年４月

2002年４月

2003年４月

日綿實業㈱（現双日㈱）入社

遼寧北方食品有限公司 総経理

ニチメン㈱（現双日㈱）食品部食品第

二課課長

ニチメン食品㈱ 取締役

ニチメンフーズ㈱ 取締役

ニチメン㈱ フーズ事業本部長補佐

当社出向 商品本部長

2003年７月 当社 入社 執行役員商品本部長

2005年６月

2007年４月

当社 取締役商品本部長

当社 取締役営業本部長兼商品本部管

掌（現任）

（注）

４
6

 

EDINET提出書類

株式会社なか卯(E03328)

有価証券報告書

16/52



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 － 原　俊之 1958年７月13日生

1984年４月 プリマハム㈱ 入社

1999年２月 ㈱ゼンショー 入社 商品部長

1999年６月 同社 取締役商品部長

2001年８月 同社 取締役商品本部長兼品質管理室

長

2002年５月 同社 取締役グループ商品本部長

2002年10月 同社 取締役グループMD本部長（現

任）

2005年６月

2006年５月

2007年６月

当社 取締役 (現任)

㈱ココスジャパン 取締役（現任）

大和フーヅ㈱ 取締役（現任)

㈱サンデーサン 取締役（現任）

（他の法人等の代表状況）

㈱グローバルフレッシュサプライ 代

表取締役社長

（注）

４
－

取締役 － 本田　豊 1955年７月12日生

1988年３月 ㈱モスフードサービス 入社

2000年２月

2000年３月

㈱ゼンショー 入社　

同社 社長室関連事業担当部長

2001年６月 同社 取締役人事教育部長

2002年５月 同社 取締役グループ人事本部長

2003年４月

2003年６月

同社 取締役グループ経営本部長

大和フーヅ㈱ 取締役 (現任）

2004年３月

 

㈱ゼンショー 取締役すき家事業本部

長

2004年８月

 

2005年６月

2005年７月

同社 取締役グループ管理本部長兼

RPP本部長

当社 取締役（現任）

㈱ゼンショー 取締役グループ管理本

部長兼グループ経営本部長

2006年５月

2006年12月

 

2007年６月

2007年６月

2008年４月

㈱ココスジャパン 取締役

㈱ゼンショー 取締役グループ経営本

部長

同社 取締役グループ企画本部長

㈱サンデーサン 取締役（現任）

㈱ゼンショー 取締役RPP本部長

2008年６月 ㈱ココスジャパン 代表取締役社長

（現任）

（注）

４
－

取締役 － 杉園　大貴 1967年10月１日生

1990年４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入社

2001年11月 ㈱ゼンショー入社　関連企業統括部マ

ネジャー

2003年４月 同社 グループ経営本部関連企業室マ

ネジャー

2005年４月 同社 グループ経営本部関連企業室ゼ

ネラルマネジャー

2005年６月

2006年４月

 

2007年６月

当社 取締役(現任)

㈱ゼンショー グループ経営本部関連

企業室長

同社 グループ企画本部グループ経営

企画室長（現任） 

（注）

４
0
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役 － 磯林　市郎 1948年11月４日生

1972年４月 日綿實業㈱（現双日㈱）入社

2003年４月 双日シェアードサービス㈱ 入社

2004年５月 当社兼務出向 人事総務部長

2005年１月 当社入社 人事総務部長

2006年12月 当社 人事総務部長兼監査室長

2008年４月 当社 監査室長

2008年６月 当社 常勤監査役（現任）　

（注）

６
－

監査役 － 竹田 和明 1965年７月３日生

1990年４月 ニチメン㈱ 入社 

2003年９月 ダイムラー・クライスラー日本ホール

ディング㈱ 入社

2007年２月 ㈱ゼンショー 入社　

執行役員グループ人事企画室長

2007年５月 同社 執行役員総合企画室長（現任)

2007年５月 ㈱ココスジャパン 監査役（現任）

2007年６月 当社 監査役（現任）

（注）

３
－

監査役 － 野々下信也 1954年５月２日生

1979年４月 日本アイ・ビー・エム㈱ 入社

2005年１月 同社 システム製品事業System I 事業

部長

2007年４月 ㈱ゼンショー入社 執行役員グループ

IT本部長（現任）

2008年６月 当社 監査役（現任）

（注）

５
－

監査役 －　

 

 

松本和比古

 

 

1949年１月25日生

1973年４月 三共電器㈱（現サンデン㈱）入社

1988年５月 サンデンインターナショナル㈱ 出向

法務グループ長

2001年９月 サンデン㈱ 総務本部法務グループ長

2008年１月 ㈱ゼンショー入社 法務部長（現任）

2008年５月 ㈱ココスジャパン 監査役（現任）

2008年６月 当社 監査役（現任）

（注）

６
－

   ９名  計 　 11

（注）１．監査役　竹田和明、野々下信也、松本和比古は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．当社では、意思決定、監督と執行の分離による取締役会の活性化のため執行役員制度を導入しております。

なお、執行役員は１名であります。

３. 監査役の任期は、2007年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から2011年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４. 取締役の任期は、2008年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から2010年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５. 監査役の任期は、2008年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から2009年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

６. 監査役の任期は、2008年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から2012年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　経営管理組織については、企業経営の透明性と健全性を向上させ、より高い経営体制作りと運営を最も重要な課

題と考えており、常にこの視点に立ち経営にあたることを心がけております。

②　会社の機関の基本説明

取締役会

　取締役会は、常勤の取締役２名と非常勤の取締役４名で構成し、重要な業務執行に関する意思決定及び代表取締

役並びに業務担当役員に関する監督を目的として、毎月１回定例及び適宜臨時に開催しております。なお、当社の

非常勤取締役４名はすべて親会社の取締役及び使用人であり、当社と非常勤取締役との間に利害関係はありませ

ん。 

監査役会

　当社は監査役制度を採用しております。監査役会の体制は、監査役４名（社内１名、社外３名）で構成されてお

り、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会に出席するほか、会計監査人と連携を保ちなが

ら、全般的、かつ重点監査事項について監査を行い、随時必要な提言、助言並びに勧告を行っておりま　す。なお、当

社と社外監査役との間に利害関係はありません。

政策協議会

　日々変化する経営環境に迅速に対応するため、取締役及び執行役員を構成員とする政策協議会を毎週開催し、業

務運営上の課題や問題点を客観的に分析、把握するとともに、常に的確な方向性を確立することで、環境変化にす

ばやく対応でき得る経営をめざしてまいります。

③　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人、当社にかかる継続監査年数及び監査業務に係る補助者の構

成

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

鈴木　輝夫 あずさ監査法人

三浦　洋 あずさ監査法人

山本　美晃 あずさ監査法人

　　　　（注）　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　　監査業務にかかる補助者は、公認会計士３名、会計士補等４名、計７名であります。

④　内部統制システムの整備の状況

　当社では、事業活動全般の業務運営状況を把握し、その内容の適法性や健全性を確保するため、社長直属の監査

室（構成員1名）を設け、問題点や改善点について助言、報告等を社長に行い、事後の改善状況につき随時フォ

ローする体制をとっております。また、当社の役員及び従業員は関係法令の遵守はもとより、全てのステークホル

ダーや地域社会からの信頼を得て企業価値を高めることが必要であるとの認識のもと、行動規範としての　「コ

ンプライアンス憲章」を定め、この憲章に基づいて行動しております。

　取締役を委員長とするコンプライアンス委員会は全社のコンプライアンスの取組みを横断的に統括するととも

に、コンプライアンスに対する諸施策の立案、実施、教育ならびにチェック体制の強化に努めております。

　

⑤　リスク管理体制の整備の状況

　当社では、食の安全、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティに係るリスクについて、担当

各部署及びコンプライアンス委員会でリスクに対する管理強化を行なっております。また、コンプライアンス委

員会に危機管理チームを設置し、危機管理体制の充実と社内外の不祥事対応や事故対応など、損害や被害をミニ

マイズすべく必要な措置を講じております。
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⑥　会社の機関の概要

　

⑦　役員報酬及び監査報酬の内容

(1）当事業年度における当社の取締役及び監査役に支払った役員報酬の内容は、次の通りであります。

　取締役及び監査役に支払った報酬

　　　取締役２名　　　47,800千円

　　　監査役１名　　　10,580千円

なお、当事業年度において使用人兼務役員はおりません。

(2）当社のあずさ監査法人に対する公認会計士法第２条第１項に規定する監査証明業務に基づく報酬は15,000千円

であり、それ以外の業務に対する報酬はありません。

なお、当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監

査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る報酬等の額にはこれ

らの合計額を記載しております。

⑧　取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。

⑨　取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨定款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。 

⑪　中間配当について

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（2006年４月１日から2007年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（

2007年４月１日から2008年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（2006年４月１日から2007年３月31日まで）の財務諸

表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（2007年４月１日から2008年３

月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（2007年３月31日）
当事業年度

（2008年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   1,789,088   2,209,345  

２．売掛金   393,132   355,767  

３．商品   53,926   71,511  

４．貯蔵品   36,593   22,543  

５．前払費用   214,012   263,226  

６．繰延税金資産   109,048   127,851  

７．短期貸付金   14,770   25,531  

８．未収入金   6,264   16,990  

９．その他   14,538   47,586  

10．貸倒引当金   △16,245   △15,528  

流動資産合計   2,615,131 27.4  3,124,826 27.9

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  4,606,587   5,603,683   

減価償却累計額  928,766 3,677,820  1,168,852 4,434,830  

２．構築物  94,987   147,793   

減価償却累計額  38,615 56,371  43,838 103,955  

３．工具器具備品  247,487   226,221   

減価償却累計額  162,416 85,070  114,742 111,479  

４．建設仮勘定   38,594   29,872  

有形固定資産合計   3,857,856 40.4  4,680,137 41.9

(2）無形固定資産        

１．のれん   33,239   51,862  

２．ソフトウェア   72,734   58,379  

３．電話加入権 　  301   301  

４．ソフトウェア仮勘定   20,212   11,516  

無形固定資産合計   126,488 1.3  122,060 1.1
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前事業年度

（2007年３月31日）
当事業年度

（2008年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．出資金   460   468  

２．長期貸付金   353,500   437,984  

３．従業員長期貸付金   6,224   5,064  

４．長期前払費用   54,267   59,158  

５. 長期前払家賃   115,327   130,411  

６．繰延税金資産   64,722   57,098  

７．差入保証金   2,247,086   2,455,135  

８．長期預金   100,000   100,000  

９．その他   36,102   21,466  

10．貸倒引当金   △28,178   △12,695  

投資その他の資産合計   2,949,513 30.9  3,254,093 29.1

固定資産合計   6,933,859 72.6  8,056,291 72.1

資産合計   9,548,990 100.0  11,181,117 100.0

　       

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 ※１  765,732   830,667  

２．一年以内に返済予定の
長期借入金

※１  2,063,134   1,984,358  

３．未払金   279,788   302,999  

４．未払費用   196,474   228,100  

５．未払法人税等   398,262   427,132  

６．未払消費税等   51,576   54,725  

７．預り金   9,835   13,782  

８．前受収益   30,456   29,467  

９．役員賞与引当金   6,500   12,000  

10．賞与引当金 　  118,000   130,000  

11．その他   1,250   641  

流動負債合計   3,921,011 41.0  4,013,875 35.9
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前事業年度

（2007年３月31日）
当事業年度

（2008年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金   2,091,648   3,594,830  

２. 関係会社長期借入金   1,121,250   696,250  

３．退職給付引当金   83,568   94,379  

４．預り保証金   427,451   419,225  

５．その他   55,903   35,972  

固定負債合計   3,779,822 39.6  4,840,657 43.3

負債合計   7,700,833 80.6  8,854,533 79.2

　       

（純資産の部） 　       

　株主資本 　       

Ⅰ　資本金 　  684,880 7.2  684,880 6.1

Ⅱ　資本剰余金 　       

資本準備金 　 471,787   471,787   

資本剰余金合計 　  471,787 4.9  471,787 4.2

Ⅲ　利益剰余金 　       

  その他利益剰余金 　       

　  繰越利益剰余金 　 694,646   1,173,074   

利益剰余金合計 　  694,646 7.3  1,173,074 10.5

Ⅳ　自己株式   △3,157 △0.0  △3,157 △0.0

 株主資本合計 　  1,848,156 19.4  2,326,584 20.8

純資産合計 　  1,848,156 19.4  2,326,584 20.8

負債純資産合計 　  9,548,990 100.0  11,181,117 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．商品売上高  19,026,491   22,036,460   

２．その他の営業収入 ※１ 126,860 19,153,351 100.0 121,504 22,157,964 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首商品たな卸高  55,366   53,926   

２．当期商品仕入高  6,812,143   7,559,784   

合計  6,867,509   7,613,711   

３．期末商品たな卸高  53,926 6,813,582 35.6 71,511 7,542,199 34.0

売上総利益   12,339,768 64.4  14,615,765 66.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,3  11,278,732 58.9  13,286,801 60.0

営業利益   1,061,035 5.5  1,328,964 6.0

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  14,033   18,424   

２．不動産賃貸収入  48,619   45,501   

３．その他  59,148 121,801 0.7 62,900 126,826 0.6

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  ※４ 72,168   85,775   

２．不動産賃貸経費  49,164   46,064   

３．たな卸資産処分損  3,899   10,063   

４．その他  29,868 155,101 0.8 29,219 171,122 0.8

経常利益   1,027,736 5.4  1,284,667 5.8

 Ⅵ　特別利益        

  １．収用補償金 　 26,101   －   

　２．退去補償金  － 26,101 0.1 24,660 24,660 0.1

 Ⅶ　特別損失        

１．固定資産除却損 ※５ 121,486   101,759   

２．減損損失 ※６ 6,300   6,900   

３．その他  6,391 134,177 0.7 9,970 118,629 0.5

税引前当期純利益   919,660 4.8  1,190,697 5.4

法人税、住民税及び事業
税

 375,100   592,700   

法人税等調整額  69,765 444,865 2.3 △11,180 581,519 2.6

当期純利益   474,794 2.5  609,178 2.8
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自2006年４月１日　至2007年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位:千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

2006年3月31日 残高 684,880 471,787 310,905 △3,157 1,464,415 1,464,415

事業年度中の変動額       

剰余金の配当(注)   △37,357  △37,357 △37,357

役員賞与(注)   △7,000  △7,000 △7,000

剰余金の中間配当   △46,696  △46,696 △46,696

当期純利益   474,794  474,794 474,794

事業年度中の変動額合計   383,740  383,740 383,740

2007年3月31日 残高 684,880 471,787 694,646 △3,157 1,848,156 1,848,156

 (注)2006年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位:千円)

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金  利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

2007年3月31日 残高 684,880 471,787 694,646 △3,157 1,848,156 1,848,156

事業年度中の変動額       

剰余金の配当   △130,750  △130,750 △130,750

当期純利益   609,178  609,178 609,178

事業年度中の変動額合計   478,427  478,427 478,427

2008年3月31日 残高 684,880 471,787 1,173,074 △3,157 2,326,584 2,326,584
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  919,660 1,190,697

減価償却費  264,978 329,660

無形固定資産償却額  94,005 65,982

長期前払費用償却額  31,030 31,256

賞与引当金の増減額（△減少）  △22,000 12,000

退職給付引当金の増減額(△減少)  10,227 12,123

貸倒引当金の増減額(△減少)  △11,179 △16,199

破産更生債権の増減額(△増加)  － 7,326

受取利息  △14,033 △18,424

支払利息  72,168 85,775

有形固定資産除売却損  120,827 92,898

減損損失  6,300 6,900

収用補償金  △26,101 －

店舗退去補償金  － △24,600

賃貸契約解約損  － 6,180

売上債権の増減額(△増加)  365 37,364

たな卸資産の増減額(△増加)  △25,484 △3,534

その他営業債権の増減額（△増加）  △51,009 △41,185

仕入債務の増減額(△減少)  84,605 64,935

営業保証金の純増減額(△減少)  △2,880 △2,400

その他営業債務の増減額（△減少）  58,800 50,532

未払消費税等の増減額（△減少）  15,593 3,148

役員賞与の支払額  △7,000 －

その他  － 5,940

小計  1,518,873 1,896,378

利息の受取額  3,039 5,552

利息の支払額  △73,481 △87,689

法人税等の支払額  △62,505 △568,429

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,385,926 1,245,811
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前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △1,284,693 △1,253,031

収用による補償金収入  26,101 －

店舗退去による補償金収入  － 24,600

無形固定資産の取得による支出  △81,934 △61,554

貸付けによる支出  △114,907 △194,146

貸付金の回収による収入  33,878 47,015

敷金保証金等の支払による支出  △233,267 △318,031

敷金保証金等の返還による収入  78,752 71,377

預り保証金等の払戻による支出  △49,805 △866

預り保証金等の受入による収入  6,200 －

その他  5,471 △10,360

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,614,203 △1,694,998

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入  3,200,000 3,350,000

長期借入金の返済による支出  △2,127,876 △2,350,594

配当金の支払額  △83,316 △129,961

財務活動によるキャッシュ・フロー  988,807 869,444

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  760,530 420,257

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,028,558 1,789,088

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  1,789,088 2,209,345
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

１．デリバティブの評価基

準及び評価方法

　時価法 同左

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1）商品

　移動平均法による原価法

(1）商品

同左

 (2）貯蔵品

　最終仕入原価法

(2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　　建　物　　　　６～34年

　　構築物　　　　７～20年

　　工具器具備品　３～20年

(1）有形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

　　建　物　　　　８～34年　

　　構築物　　　　７～20年

　　工具器具備品　３～20年

 

 （会計方針の変更）

　当期より法人税法の改正に伴い、2007

年４月１日以降に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ4,683

千円減少しております。

（追加情報）

　当期より法人税法の改正に伴い、2007

年３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取得価

額の５％に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　なお、これによる営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響額は

軽微であります。
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項目
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

　 (2）無形固定資産

　定額法　

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（主と

して７年）に基づいております。

　のれんについては、投資の効果が及ぶ

期間(５年)で均等償却しております。

（会計方針の変更)

　当期より、のれんの償却方法を一括償

却から均等償却(５年)に変更しておりま

す。

　従来、のれんは発生時に一括償却して

おりましたが、当期から「企業結合に係

る会計基準」(企業会計審議会　平成15年

10月31日)及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指

針」(企業会計基準適用指針第10号　平成

17年12月27日)が適用されたため、投資の

効果が及ぶと見込まれる期間(５年)で均

等償却し、販売費及び一般管理費に計上

する方法に変更いたしました。

　この変更により、従来の方法によった

場合に比べ、営業利益、経常利益はそれ

ぞれ8,309千円少なく計上されており、税

引前当期純利益は33,239千円多く計上さ

れております。

(2）無形固定資産

　定額法　

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５～

７年）に基づいております。

　のれんについては、投資の効果が及ぶ

期間(５年)で均等償却しております。

 

─────── 

　

　

(3）長期前払費用 

  定額法

(3）長期前払費用

　　　　　　　同左　　　　 
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項目
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）役員賞与引当金

　役員に支給する賞与の支払に備えるた

め、支給見込額を計上しております。

(会計方針の変更)

　当期より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号　平成17年11月

29日)を適用しております。

　これにより、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ6,500千円減少

しております。 

(2）役員賞与引当金

　役員に支給する賞与の支払に備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

─────── 

 (3）賞与引当金

　従業員に支給する賞与の支払に備える

ため、支給見込額を計上しております。

(3）賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

　従業員及び執行役員の退職給付に備え

るため計上しております。

　従業員については、当期末における退

職給付債務の見込額を計上しておりま

す。

　執行役員については、執行役員退職金

規程に基づく当期末要支給額を計上し

ております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額を計

上しております。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たすため、

特例処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　ヘッジ対象　変動金利の特定借入金

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　 同左

　ヘッジ対象　 同左

 (3）ヘッジ方針

　将来の金利変動によるリスク回避を目

的として利用しており、リスクヘッジ目

的以外の取引は行わない方針でありま

す。

(3）ヘッジ方針

　

同左
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項目
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

 ６．ヘッジ会計の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、特例処

理によっているため有効性の評価を省

略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

７．キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

同左

８．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方針の変更

前事業年度
（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は

1,848,156千円であります。

　なお、当期における貸借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

───────

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（2007年３月31日）

当事業年度
（2008年３月31日）

※１　関係会社項目 ※１　関係会社項目

  関係会社に対する負債には次のものがあります。

 　　（区分掲記したものを除く）

  関係会社に対する負債には次のものがあります。

 　　（区分掲記したものを除く）

流動負債  

買掛金      320,026千円

一年以内に返済予定の

長期借入金 
     425,000千円

流動負債 　

買掛金     396,915千円

一年以内に返済予定の

長期借入金 
425,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

※１　その他の営業収入の内容は次のとおりであります。 ※１　その他の営業収入の内容は次のとおりであります。

ロイヤリティ収入      117,776千円

その他の収入       9,084千円

ロイヤリティ収入      106,720千円

その他の収入       14,783千円

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は80％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は20％

であります。主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は82％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は18％

であります。主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。

広告宣伝・販売促進費      372,120千円

運賃      267,616千円

給料手当・賞与    4,578,883千円

役員賞与引当金繰入額 6,500千円

賞与引当金繰入額      118,000千円

退職給付費用       15,760千円

地代家賃・水道光熱費    2,611,211千円

賃借料      464,066千円

減価償却費      264,978千円

無形固定資産償却費      94,005千円

長期前払費用償却費      31,030千円

広告宣伝・販売促進費      713,053千円

運賃 309,583千円

給料手当・賞与 5,264,240千円

役員賞与引当金繰入額      12,000千円

賞与引当金繰入額      130,000千円

退職給付費用       15,972千円

地代家賃・水道光熱費    3,170,511千円

賃借料   612,202千円

減価償却費 329,660千円

無形固定資産償却費 65,982千円

長期前払費用償却費 31,256千円

※３　一般管理費に含まれる研究開発費

        19,741千円

※３　一般管理費に含まれる研究開発費

              17,715千円

※４　関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。

 　　　 関係会社への支払利息　　　　 　　20,625千円

※４　関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。

 　　　 関係会社への支払利息　　　　     16,770千円

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物      118,652千円

構築物      573千円

工具器具備品      1,601千円

その他      659千円

建物      81,553千円

構築物  2,390千円

工具器具備品  6,863千円

その他    10,951千円

※６　減損損失 ※６　減損損失

　　以下の減損損失を計上しております。 　　以下の減損損失を計上しております。

用途 種類 金額(千円)

 直営店舗１店舗

（兵庫県加古川市）
建物等 6,300

用途 種類 金額(千円)

 直営店舗１店舗

（大阪府高槻市）
建物 6,900

　　　資産のグルーピングは、店舗単位とし、本社及び店舗研

修施設は共用資産として行っております。このうち、

営業損益が悪化している店舗について、帳簿価額を回

収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失(6,300

千円)として、特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は使用価値を使用し、将来キャッ

シュ・フロー見積額を５％で割引いて計算しており

ます。 

　　　資産のグルーピングは、店舗単位とし、本社及び店舗研

修施設は共用資産として行っております。このうち、

営業損益が悪化している店舗について、帳簿価額を回

収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失(6,900

千円)として、特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は使用価値を使用し、将来キャッ

シュ・フロー見積額を５％で割引いて計算しており

ます。 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自2006年４月１日　至2007年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 4,674,000 － － 4,674,000

合計 4,674,000 － － 4,674,000

自己株式     

普通株式 4,350 － － 4,350

合計 4,350 － － 4,350

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項　　　

　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2006年６月22日

定時株主総会
普通株式 37,357 8 2006年３月31日 2006年６月23日

2006年11月21日

取締役会
普通株式 46,696 10 2006年９月30日 2006年12月11日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2007年６月21日

定時株主総会
普通株式 60,705 利益剰余金 13 2007年３月31日 2007年６月22日

当事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 4,674,000 － － 4,674,000

合計 4,674,000 － － 4,674,000

自己株式     

普通株式 4,350 － － 4,350

合計 4,350 － － 4,350

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項　　　

　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2007年６月21日

定時株主総会
普通株式 60,705 13 2007年３月31日 2007年６月22日

2007年11月16日

取締役会
普通株式 70,044 15 2007年９月30日 2007年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2008年６月19日

定時株主総会
普通株式 70,044 利益剰余金 15 2008年３月31日 2008年６月20日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（2007年３月31日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 1,789,088

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 1,789,088

（2008年３月31日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 2,209,345

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 2,209,345
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

建物
（附属設備）

5,520 3,495 2,024

工具器具備品 2,113,906 833,268 1,280,637

ソフトウェア 13,436 8,815 4,620

合計 2,132,862 845,579 1,287,282

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

建物
（附属設備）

5,520 4,599 920

工具器具備品 2,669,105 1,061,900 1,607,204

ソフトウェア 7,775 5,143 2,631

合計 2,682,400 1,071,644 1,610,756

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内      402,028千円

１年超     905,349千円

合計    1,307,377千円

１年内      486,917千円

１年超    1,156,753千円

合計    1,643,670千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料      379,826千円

減価償却費相当額      356,589千円

支払利息相当額      27,833千円

支払リース料      518,510千円

減価償却費相当額      487,861千円

支払利息相当額       37,709千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内        1,746千円

１年超        4,826千円

合計        6,573千円

１年内        1,584千円

１年超        3,241千円

合計        4,826千円

（有価証券関係）

前事業年度（2007年３月31日現在）

　該当事項はありません。

当事業年度（2008年３月31日現在）

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度
（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(3）取引の利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、金利スワップの特例

処理の要件を満たすため、特例処理によっておりま

す。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　ヘッジ対象　変動金利の特定借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　将来の金利変動によるリスク回避を目的として利用

しており、リスクヘッジ目的以外の取引は行わない方

針であります。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、特例処理によってい

るため有効性の評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定し

ているため、信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

前事業年度（自2006年４月１日　至2007年３月31日）

　該当事項はありません。 

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 

当事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日） 

　該当事項はありません。  

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。  
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

 

２．退職給付債務およびその内訳

 
前事業年度

（2007年３月31日）
当事業年度

（2008年３月31日）

退職給付引当金（千円） 83,568 94,379

　（注）当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

　

３．退職給付費用の内訳

 
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

勤務費用（千円） 15,760 15,972

 　（注）当社は、退職給付費用の算定方法として簡便法を採用しております。

 

４．退職給付債務の計算基礎

　当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しており

ません。

（ストック・オプション等関係）

 　　　 前事業年度（自2006年４月１日　至2007年３月31日）

 　　　 　該当事項はありません。

 　　　 当事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

 　　　 　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（2007年３月31日）

当事業年度
（2008年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 10,028

賞与引当金損金算入限度超過額 50,547

未払事業税 29,924

未払事業所税 5,377

退職給付引当金損金算入限度超過額 33,929

長期未払金 2,275

ゴルフ会員権評価損 406

未払費用 4,821

のれん一括償却 15,131

長期前受収益 2,092

減損損失 2,558

その他 18,312

　　小計 175,404

評価性引当額 △1,633

繰延税金資産計 173,770

（単位：千円）

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,526

賞与引当金損金算入限度超過額 51,968

未払事業税 35,160

未払事業所税 5,991

退職給付引当金損金算入限度超過額 38,318

長期未払金 2,808

未払費用 12,280

のれん一括償却 8,668

長期前受収益 583

減損損失 5,174

その他 24,665

　　小計 188,141

評価性引当額 △3,191

繰延税金資産計 184,950

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
 (単位：%) 
法定実効税率 40.6
 （調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.8

住民税均等割等 7.6

収用補償金等永久に益金に算入

されない項目
△0.7

法人税　特別控除 －

役員賞与他 －

減損損失 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 48.5

  

　

 
 (単位：%) 
法定実効税率 40.6
 （調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.3

住民税均等割等 7.5

法人税　特別控除 △0.2

役員賞与他 0.7

減損損失 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 49.0

  

　

３．法人税等の税率変更により修正された繰延税金資産

及び繰延税金負債の金額等

　該当事項はありません。

３．法人税等の税率変更により修正された繰延税金資産

及び繰延税金負債の金額等

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

前事業年度（自2006年４月１日　至2007年３月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

当事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度（自2006年４月１日　至2007年３月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱ゼン

ショー

東京都

港区
10,089,805 フード業

　

64.29％

　

兼任

 ４名

食材の

仕入先

 食材の購入 3,005,803 買掛金 320,026

 資金の

 調達

 資金の借入 500,000 短期借入金 425,000

　  資金の返済 393,750 長期借入金 1,121,250

　
 利息の支払 20,625 未払費用 669

業務委託

に関する

契約

 業務委託 191,533 未払金 19,796

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　食材の仕入取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、買掛金及び未払金には消費税等を含んでおります。

当事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱ゼン

ショー

東京都

港区
10,089,805 フード業

　

64.32％

　

兼任

 ４名

食材の

仕入先

 食材の購入 3,744,554 買掛金 396,915

 資金の

 調達

 資金の返済 425,000 短期借入金 425,000

　   長期借入金 696,250

　
 利息の支払 16,770 未払費用 441

店舗の

賃貸借

　

 賃料の支払　 105,056 差入保証金 98,220

業務委託

に関する

契約

 業務委託 221,579 未払金 21,858

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　食材の仕入取引及び店舗の賃貸借取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、買掛金及び未払金には消費税等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　2006年４月１日
至　2007年３月31日）

当事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 395.78 498.24

１株当たり当期純利益金額（円） 101.68 130.45

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2006年４月１日
至　2007年３月31日)

当事業年度
(自　2007年４月１日
至　2008年３月31日)

１株当たり当期純利益金額　   

　当期純利益（千円）　 474,794 609,178

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 474,794 609,178

　期中平均株式数（千株） 4,669 4,669

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 4,606,587 1,132,915
135,819

(6,900)　
5,603,683 1,168,852 287,451 4,434,830

構築物 94,987 58,167 5,360 147,793 43,838 8,192 103,955

工具器具備品 247,487 67,289 88,555 226,221 114,742 34,016 111,479

建設仮勘定 38,594 1,217,368 1,226,090 29,872 － － 29,872

有形固定資産計 4,987,656 2,475,740
1,455,826

(6,900)　
6,007,571 1,327,433 329,660 4,680,137

無形固定資産        

のれん 41,549 33,666 － 75,215 23,352 15,043 51,862

ソフトウェア 796,950 36,584 757,834 75,700 17,320 50,939 58,379

電話加入権 301 － － 301 － － 301

ソフトウェア仮勘定 20,212 － 8,695 11,516 － － 11,516

無形固定資産計 859,013 70,250 766,530 162,733 40,673 65,982 122,060

長期前払費用 144,582 37,459 49,802 132,239 73,081 31,256 59,158

繰延資産 － － － － － － －

　（注）　１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　建　物　　　　　新規開店附属設備他　　　　　調布北口店他43店　　　　　  849,628千円

　　　　　　　　　譲受、店舗改装設備等　　　　京都八条口店他28店　　　　　265,061千円

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　建　物　　　　　店舗閉鎖による除却他　　　　南青山店他10店　　　　　　　121,384千円

　　　　　　　　　減損損失　　　　　　　　　　高槻店　　　　　　　　　  　　6,900千円

　ソフトウエア　　償却期限到来による減少　　　本社　　　　　　　　　　　　757,834千円

３．「当期減少額」欄の（　）内は内数で、当期の減損損失の計上額であります。

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 2,063,134 1,984,358 1.45 －

１年以内に返済予定のリース債務　 － － － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,212,898 4,291,080 1.45 2009年～2013年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 － － － －

その他の有利子負債 －  － －

合計 5,276,032 6,275,438 － －

　（注）１．平均利率の算定に際して、利率及び残高は期中平均のものを使用しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年以内における返済予定額は以下の

とおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 1,696,756 1,374,256 854,784 365,284

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 44,423 4,363 13,262 7,300 28,224

役員賞与引当金 6,500 12,000 6,500 － 12,000

賞与引当金 118,000 130,000 118,000 － 130,000

　（注）　貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 132,973

預金の種類  

当座預金 546

普通預金 2,075,533

別段預金 293

小計 2,076,372

合計 2,209,345

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ニッキーフーズ 35,349

㈲ニック 25,289

㈲ユーアイフード 17,551

西武鉄道㈱ 16,476

㈱三栄本社 14,335

その他 246,766

合計 355,767

売掛金の発生及び回収ならびに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

393,132 23,265,863 23,303,227 355,767 98.5 6

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．商品

品目 金額（千円）

食材及び包材資材 71,511

合計 71,511

ニ．貯蔵品

品目 金額（千円）

包材資材・消耗品他 21,948

ジェフグルメカード 595
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品目 金額（千円）

合計 22,543

ホ．差入保証金

相手先 金額（千円）

㈱ゼンショー 98,220

㈱ジェイアール東日本都市開発 73,209

大和リース㈱ 66,600

中央ビル　飯塚正司 46,000

㈱モスフードサービス 38,590

その他 2,132,515

合計 2,455,135

②　負債の部

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

㈱ゼンショー 396,915

双日食料㈱ 75,924

中部飼料㈱ 70,057

㈱グローバルテーブルサプライ 52,519

アイマック㈱ 33,298

その他 201,951

合計 830,667

ロ．預り保証金

内訳 金額（千円）

加盟店転貸入居保証金 393,225

営業保証金 26,000

合計 419,225

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 100株券　1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

株式の名義書換え（注）  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.nakau.co.jp/ir/koukoku.html

株主に対する特典 毎年３月、９月の各末日の株主名簿及び実質株主名簿に記載された単元株

以上所有株主に対し、毎回以下の株主優待券を贈呈します。

　　　　　　　　　100株以上　1,000円相当

　　　　　　　　　500株以上　3,000円相当

　　　　　　　　1,000株以上　6,000円相当

　　　　　　　　2,000株以上　9,000円相当

　（注）　 2003年４月１日より、株券失効制度が創設されたこと等により、株券喪失登録の申請に係る手数料は以下

 のとおりです。

・株券喪失登録の申請に係る手数料

申請１件につき　　　　　　　　　9,030円（消費税込）

            株券１枚につき　　　　　　　　　　525円（消費税込）
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第38期）（自　2006年４月１日　至　2007年３月31日）2007年６月22日近畿財務局長に提出。

(2）半期報告書　

    （第39期中）（自　2007年４月１日　至　2007年９月30日）2007年12月27日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月21日

株 式 会 社 な か 卯   

取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  鈴木　輝夫　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  山本　美晃　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  三浦　　洋　 印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社な

か卯の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社なか

卯の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な会計方針３.固定資産の減価償却方法に記載されているとおり、会社はのれんの償却方法を一括償却から均等償却

(５年)に変更した。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

　　　で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月19日

株 式 会 社 な か 卯   

取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  鈴木　輝夫　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  三浦　　洋　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  山本　美晃　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社なか卯の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社な

か卯の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

　　　形で別途保管しております。
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